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定された行動計画であるハーグ・プログラム (2004 年)、更に次の 5年間、
制度の完成段階の行動計画としてのストックホルム・プログラム (2009
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州委員会委員 (移民内務問題部) を務めるアブラモプーロス (Dimitris
Avramopoulos) が司法内務担当の閣僚理事会に宛てた 2015 年 6 月 1 日付
け書簡である
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。そこでアブラモプーロス委員は、2014 年における EU か




and Protecting Citizens, Official Journal, 2010/C 115/01, para. 6. 1. 1.↘
(11) Ibid., para. 6. 1. 6.
(12) Communication from the Commission to the European Parliament and the Cuncil,
Evaluation of EU Readmission Agreements, 23 February 2011, COM (2011) 76 final.
(13) Ibid., para. 2. 3.
(14) Dimitris Avramopoulos, Brussels, 01 06. 2015, Ares(2015) 2397724.
↗
(15) 構成国は、Regulation (EC) No 862/2007 of the European Parliament and of the Council
of 11 July 2007 on Community statistics on migration and international protection and
repealing Council Regulation (EEC) No 311/76 on the compilation of statistics on foreign






数の間にギャップがある (2014 年において 39%) ことの主な理由は、関
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(18) 現在発効済みの協定としては最新の、アゼルバイジャンとの再入国協定 (2014 年) の
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2010 年 12 月から 2011 年 7 月までの間、イエメンでアルカーイダによる
テロリストの訓練を受けたことが明らかにされたことから、1981 年英国
籍法 40条 2項の国籍剥奪事由に該当する (原告は放置すれば英国の安全
に対する積極的な脅威となるため、国籍剥奪は公共の善に資する) として、
内務大臣から、英国籍を剥奪する 2011 年 12 月 22 日付け命令を受けた。
同法 40条 4項には、国籍剥奪の結果、対象者が無国籍となる場合の 2項
適用禁止が規定されているが、内務大臣は原告がベトナム国籍を維持して
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益に反する情報に依拠していることから、1981 年英国籍法 40A条 2項及
び 1997 年特別移民上訴委員会 (Special Immigration Appeals Commission、












(従って、原告は 1954 年の無国籍者の地位に関する条約 (以下、無国籍者
条約) 1条 1項 (後述) の規定する de jure の無国籍者にあたる) と判示








法 2B条は、1981 年英国籍法 40A条 2項が適用される事案について同委員会への上訴を認
めている。
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重しており、当該個人を de jure の無国籍者とみなすことはできない。」
と述べて、原判決を破棄したのである。
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(29) [2015] UKSC 19, paras. 33-38. 本件で最高裁の取り扱った論点はもう一つある。それ













Directive 2008/115/EC of the European Parliament and of the Council of 16 December 2008
on common standards and procedures in Member States for returning illegally staying
third-country nationals, Official Journal, 24. 12. 2008, L 348/98, recital 13. Pham事件の詳細
な検討については、Sergio Carrera Nunez & Gerard-Rene de Groot (eds.), European
Citizenship at the Crossroads : The Role of the European Union on Loss and Acquisition of




















では後の無国籍者条約 (当時は難民条約の議定書として起草されていた) が de jure の無
国籍者を取り扱うのに対し de facto の無国籍者については難民条約が取り扱うと認識され
ていたことに由来する。しかし、「その法の「運用上」」という規定は、単に法の文言上無
国籍となる者だけをカバーしているわけではないことを示していると考えられることから、




を受けられないか、受けることを望まない状況を指して de facto の無国籍状態と考えてい
たのに対し、「その法の「運用上」」の解釈で問題となっているのは、国籍の承認または否
定の過程の捉え方であって、法の恣意的な運用によって国籍が否定されているような場合
を含むのかどうかであり、含むと論ずるにせよ否定するにせよ、それは de jure の無国籍
の問題であるからである。実際、「プラトー結論」(後述) においても、同項がカバーして

































｢ガイドライン」第 1 号は無国籍者条約 1条 1項の無国籍者の定義を取
り扱っているが、「法の運用上」の解釈に関する箇所では、プラトー結論
の上記箇所を受けて、「1 条 1 項における「法」は、制定法の他、政令、
規則、命令等、(判例法主義の国においては) 裁判所の判例、及び適切な
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という課題を抱えている。それは UNHCRが無国籍者条約 1条 1項の上
記のような解釈基準を提示したことと、同解釈基準について、欧州におい
て同条約の当事国である英国裁判所が基本的にその権威を認め受け入れた




























宜協定 (agreement on the facilitation of the issuance of visas) を締結している。Florian
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